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春日井市 循環型社会形成推進地域計画（第 2期） 

 

春 日 井 市  

 

 

１ 市の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

 

(1)  対象地域 

構成市町村名 春日井市 

面    積 92.71 km2 

人    口 308,539 人（平成 24 年 3 月 31 日現在） 

 

(2)  計画期間 

本計画は、平成 18 年 4 月 1 日から平成 25 年 3 月 31 日までの計画（第 1 期）の継続事業で

あり、平成 25年 4 月 1日から平成 30年 3 月 31 日までの 5 年間を計画期間とする。 

なお、目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見直すもの

とする。 

    

(3) 基本的な方向 

春日井市は愛知県の北西部に位置し、東西に長い市域を有する内陸部の中堅都市である。工

場団地造成による工場誘致と、名古屋大都市圏の発展に伴う高蔵寺ニュータウンをはじめとす

る宅地化により、内陸工業都市と住宅都市の複合的性格を持っており、30万市民から排出され

る一般廃棄物を積極的に分別収集し、再生利用を進めることにより、資源の循環を目指してい

る。 

近年、事業系一般廃棄物の発生量は大きく減少しており、今後も発生抑制及び再生利用を推

進し、発生量の更なる減少を図る。 

家庭系廃棄物については、ごみの削減･再使用･再利用といった環境保護につながる精神を表

す日本語「もったいない」をキーワードとして、「もったいない精神で育む循環型社会」の基

本理念のもと、ライフスタイルの見直しによる発生抑制を進め、環境への負荷ができる限り低

減される循環型社会の構築を図る。 

生活排水処理については、生活環境の改善及び汚水の適正処理の観点から本市の公共下水道

整備と協調しながら、合併処理浄化槽の整備を進める。 

第 1 期計画では、現有処理施設残余容量の逼迫に伴い、今後も処理残渣を適正処理するため

に新最終処分場の整備を目指し、新最終処分場整備事業に係る基本設計、環境影響調査を行っ

た。第 2期計画では、新最終処分場整備事業に係る実施設計等や、新最終処分場整備を行う。 

 

(4) 広域化の検討状況 

愛知県では、「第 2 次愛知県ごみ焼却処理広域化計画(平成 20 年度～平成 29 年度)」が平成

21 年 3 月に策定されている。この計画では、県内を 13 ブロックに分け、施設の集約化と整備

を図り、ごみ処理の広域化を目指している。 
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春日井市は、この計画の春日井ブロックに位置づけられ、計画達成に必要なごみ焼却処理施

設は既に整備して継続使用しており、県の計画に適合している。今後は、施設更新計画の策定

が必要である。 

 

２ 循環型社会形成推進のための現状と目標 

 

(1) 一般廃棄物等の処理の現状 

平成 23 年度の一般廃棄物の排出、処理状況は図１のとおりである。 

総排出量は、集団回収量も含め、104,612 トンであり、再生利用される「総資源化量」は

21,499 トン、リサイクル率（＝(直接資源化量＋中間処理後の再生利用量＋集団回収量)／（ご

みの総処理量＋集団回収量））は 20.6％である。 

中間処理による減量化量は75,496トンであり、集団回収量を除いた排出量のおおむね75％

が減量化されている。また、集団回収量を除いた排出量の 7.6％に当たる 7,617 トンが埋め

立てられている。 

なお、中間処理量のうち、焼却量は 85,710 トンである（破砕処理等一次処理後の焼却量

を含む）。焼却施設では、発電による自家消費及び余剰電力の売電、また蒸気･温水の場内利

用や、隣接する市営施設（福祉の里レインボープラザ）への熱供給（給湯、冷暖房）を行っ

ている。 

 

集団回収量 総資源化量

直接資源化量 処理後再生利用量

8,852 8,682
8.8 処理残渣量 8.6

15,629

排出量 計画処理量 中間処理量 15.5 処理後最終処分量

100,647 91,125 6,947

100 90.5 減量化量 6.9

75,496

自家処理量 直接最終処分量 75.0 最終処分量

670 7,617
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※四捨五入の関係上、各処理量・処分量の排出量に対する割合は整合が取れない場合がある。 
 

図１ 一般廃棄物の処理状況フロー（平成 23 年度） 
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(2) 生活排水の処理の現状 

平成 23 年度の生活排水の処理状況及びし尿･汚泥等の排出量は図２のとおりである。 

生活排水処理対象人口は、全体で 308,539 人であり、水洗化人口は 231,881 人、汚水衛生

処理率 75.2％である。 

し尿発生量は 8,384 kl/年、浄化槽汚泥発生量は 39,583 kl/年であり、処理･処分量（＝

収集･運搬量）は 47,967 kl/年である。 

 

203,660 人( 66.0 %)

231,881 人( 75.2 %) 0 人( 0.0 %)

308,539 人( 100 %) 28,221 人( 9.1 %) 39,583  kl/年

70,798 人( 22.9 %)
76,658 人( 24.8 %)

5,860 人( 1.9 %) 8,384  kl/年

単独処理浄化槽
未処理人口

非水洗化人口 し尿発生量

公共下水道

処理人口 集落排水施設等

総人口 合併処理浄化槽等 浄化槽汚泥発生量

 

※四捨五入の関係上、総人口に対する割合は整合が取れない場合がある。 
 

図２ 生活排水の処理状況フロー（平成 23 年度） 



4 

(3) 一般廃棄物等の処理の目標 

本計画の計画期間中においては、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指し、表１

のとおり目標量について定め、それぞれの施策に取り組んでいく。 

 

表１ 減量化、再生利用に関する現状と目標 

事業系 総排出量 19,533 トン 16,390 トン -16.1%

１事業所当たりの排出量※2 1.7 トン/事務所 1.4 トン/事務所 -17.6%

家庭系 総排出量 81,114 トン 78,345 トン -3.4%

１人当たりの排出量※3 262.9 kg/人 253.2 kg/人 -3.7%

合　計 事業系家庭系排出量合計 100,647 トン 94,735 トン -5.9%

8,852 トン 8.8% 11,446 トン 12.1%

21,499 トン 21.4% 29,555 トン 31.2%

熱 回 収 量 30,365 MWh 23,894 MWh

減 量 化 量 75,496 トン 75.0% 64,091 トン 67.7%

最 終 処 分 量 7,617 トン 7.6% 5,157 トン 5.4%

中間処理による減量化量

埋立最終処分量

排 出 量

再 生 利 用 量
直接資源化量

総資源化量

熱回収量（年間の発電電力量）

指　　　　標
現状（割合※1） 目標（割合※1）

（平成23年度） （平成30年度）

(  )

(  )

(  )

( )

(  )

(  )

(  )

( )

(  )

(  )

(  )

( )

(  )

 

   ※１ 排出量は現状に対する割合、その他は排出量に対する割合 

   ※２ （１事業所当たりの排出量）＝｛（事業系ごみの総排出量）－（事業系ごみの資源ごみ量）｝／（事業所数） 

   ※３ （１人当たりの排出量）＝｛（家庭系ごみの総排出量）－（家庭系ごみの資源ごみ量）｝／（人口） 

   《指標の定義》 

    排 出 量：事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量（集団回収されたごみを除く。）〔単位：トン〕 

    再生利用量：集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和〔単位：トン〕 

    熱回収量：熱回収施設において発電された年間の発電電力量〔単位：MWh〕 

    減量化量：中間処理量と処理後の残渣量の差〔単位：トン〕 

    最終処分量：埋立処分された量〔単位：トン〕 

 

集団回収量 総資源化量

直接資源化量 処理後再生利用量

11,446 14,041
12.1 処理残渣量 14.8

18,488

排出量 計画処理量 中間処理量 19.5 処理後最終処分量

94,735 82,579 4,447

100 87.2 減量化量 4.7

64,091

自家処理量 直接最終処分量 67.7 最終処分量

710 5,157

0.7 5.4

94,735

0

4,068 29,555
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※四捨五入の関係上、各処理量・処分量の排出量に対する割合は整合が取れない場合がある。 
 

図３ 目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー（平成 30年度） 
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(4) 生活排水処理の目標 

生活排水処理については、表２に掲げる目標のとおり、合併処理浄化槽の整備等を進めてい

く。 

 

表２ 生活排水処理に関する現状と目標 

公共下水道 203,660 人( 66.0 %) 218,797 人( 70.7 %)

農業集落排水施設等 0 人( 0.0 %) 0 人( 0.0 %)

合併処理浄化槽等 28,221 人( 9.1 %) 30,123 人( 9.7 %)

未処理人口 76,658 人( 24.8 %) 60,531 人( 19.6 %)

合計 308,539 人 309,451 人

汲み取りし尿量 8,384 7,329

浄化槽汚泥量 39,583 39,880

合計 47,967 47,209

平成23年度実績 平成30年度目標

処
理
形
態
別
人
口

し
尿
･

汚
泥
の
量

キロリットル キロリットル

キロリットル キロリットル

キロリットル キロリットル
 

※四捨五入の関係上、処理形態別人口の合計に対する割合は整合が取れない場合がある。 

    

218,797 人( 70.7 %)

248,920 人( 80.4 %) 0 人( 0.0 %)

309,451 人( 100 %) 30,123 人( 9.7 %) 39,880  kl/年

56,567 人( 18.3 %)
60,531 人( 19.6 %)

3,964 人( 1.3 %) 7,329  kl/年

総人口 合併処理浄化槽等 浄化槽汚泥発生量

単独処理浄化槽
未処理人口

非水洗化人口 し尿発生量

公共下水道

処理人口 集落排水施設等

 

※四捨五入の関係上、総人口に対する割合は整合が取れない場合がある。 
 

図４ 生活排水の処理状況フロー（平成 30 年度） 

 

３ 施策の内容 

(1) 発生抑制、再使用の推進 

 ア 普及啓発、環境教育、助成 

   ごみの分別･排出方法について、冊子やホームページ等により積極的に周知するとともに、

出前講座や集合住宅向け排出指導を実施し、ごみの分別･排出方法の周知を含め意識の向上

を図る。 

   また、小学生に向けた副読本の作成･配布や青空教室等の環境教育、清掃活動イベントを

通じて、環境に配慮した考えと行動ができる市民の育成に努める。 

さらに、リサイクルプラザにおけるリサイクル工作等の講座開催や情報提供により、リサ

イクル品の積極的な利用を促進する。 

子供会･町内会等の資源回収団体に対する奨励金の制度は、引き続き継続していき、新た

に、住民からリサイクル活動のアイディアを募集し、優れた提案に対して支援を行う。 
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 イ ごみ排出量の削減 

生ごみについて、水きり方法やグッズの紹介、食べ残しが出ないような工夫等をホームペ

ージや広報等で啓発することで、生ごみの削減を推進する。 

家庭用生ごみ処理機の補助に加えて、対象機器の見直しを行い、より一層の生ごみの削減

を推進する。 

レジ袋の使用を抑制するための買物用マイバッグ持参や、割り箸の使用を削減するための

マイ箸持参の取組み等を促進する。 

 

 ウ 排出者責任の明確化 

家庭系ごみについて、燃やせるごみ･燃やせないごみの指定袋制度は継続していくものと

するが、更なる分別の推進、資源化物の品質向上を図るために、新たに資源用指定袋の導入

を検討する。 

事業系ごみについては、産業廃棄物や市外ごみの持込み等の不適正な搬入に対応するため

に、クリーンセンターにおける搬入時の検査及び指導を行い、排出事業者に対し積極的に排

出抑制、分別の徹底を促していく。 

また、事業活動に伴い多量の廃棄物を排出する事業者に対し、ごみの減量化・資源化のた

めの計画書の策定や適正処理等の指導を実施する。 

 

 エ 処理手数料の適正化 

家庭系ごみについて、経済的インセンティブを活用した排出抑制や再生利用の促進、排出

量に応じた負担の公平化、ごみ減量意識の高揚等の効果がある家庭系ごみの有料化の導入に

ついて、調査・研究していく。また、自己搬入者に対して、ごみ処理費用の一部負担を求め、

ごみ排出抑制を推進するため、毎年度、ごみ処理コストの算出を行い、近隣市町村の状況を

調査し、必要に応じて改定を行う。 

事業系ごみについては、ごみ処理費用の適正な負担を求め、市外ごみの持込みを防止する

ため、毎年度、ごみ処理コストの算出を行い、ごみ処理手数料の適正化を検討し、必要に応

じて改定を行う。 

 

 オ 生活排水対策 

家庭から排出される汚濁負荷量の削減のため、次の啓発活動の強化を図る。 

・単独処理浄化槽または汲み取りから合併処理浄化槽への転換を推進 

・市主催の環境関連イベントなどでの啓発パネル展示 

・河川浄化モデル事業などによる、公共用水域の水質汚濁防止のための生活排水対策の啓

発や河川美化活動の推進 

・リーフレットの作成 

・広報やホームページによるＰＲ 
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◇ プラスチック容器包装類や金属類・小型家電の分別収集の開始に伴い、収集回数の見直

しやリサイクルステーション設置を推進する。 

◇ 事業系一般廃棄物の処理手数料の改定や、排出抑制･資源化の促進の強化を図っていく。 

◇ 溶融スラグの有効利用を継続するとともに焼却灰のセメント原料化を図るなど、最終処

分場の延命と資源の有効利用の促進を図る。 

◇ 公共下水道事業認可区域外については合併処理浄化槽の整備や、単独処理浄化槽から合

併処理浄化槽への転換を進めていく。 

(2) 処理体制 

 ア 家庭系ごみの処理体制の現状と今後 

   分別区分及び処理方法については、表３のとおりである。 

   平成 25 年 4 月 1 日からプラスチック容器包装類や金属類・小型家電の分別収集を実施す

る。プラスチック製容器包装等の新たな資源分別収集開始に伴い、モデル地区での検証結果

に基づき、ごみ分別の方法と収集回数の変更を行う。 

   資源を常時受け入れできる場所を提供するため、公共施設や民間施設におけるリサイクル

ステーションの設置を進める。 

 

 イ 事業系一般廃棄物の処理体制の現状と今後 

   現在、許可業者搬入･直接搬入による事業系一般廃棄物の受け入れを行っている。近年の

搬入量増加を受け、処理手数料の改定や紙資源の分別といった、排出抑制･資源化の促進の

強化を図っていく。 

 

 ウ 廃棄物資源化の現状と今後 

   灰溶融施設は、可燃物の焼却残渣を溶融処理して溶融スラグとして資源化を行っているが、

処理費が高額であり、処理費の抑制が課題となっている。一方、溶融スラグはコンクリート

二次製品の細骨材として使用するなど、廃棄物の資源化の役割も十分果たしている。 

今後は維持管理費の抑制と廃棄物の資源化を観点に施設の運転を検討する。また、焼却灰

の資源化としてセメント原料としての利用も行っており、今後も最終処分場の延命と資源の

有効利用の促進を図る。 

 

 エ 一般廃棄物処理施設で併せて処理する産業廃棄物の現状と今後 

   現在、春日井市の所有する施設においては、産業廃棄物の処理、処分は行っていない。今

後も産業廃棄物の処理、処分を行う計画はない。 

 

 オ 生活排水処理の現状と今後 

   生活排水の処理については、公共下水道の整備を基本とするが、公共下水道事業認可区域

外については合併処理浄化槽の整備を行い、その中でも単独処理浄化槽や汲み取り便槽から

合併処理浄化槽への転換を重点的に進めていく。 

 

 カ 今後の処理体制の要点 
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(3) 処理施設の整備 

  ア 廃棄物処理施設 

上記(2)の分別区分及び処理体制で処理を行うため、表４のとおり必要な施設整備を行う。 

 

表４ 整備する処理施設 

事業番号 整備施設種類 事 業 名 処理能力 設置予定地 事業期間 

１ 最終処分場 新最終処分場整備事業 

約 345,000m3（第Ⅰ期） 

約 125,000m3（第Ⅱ期） 

約 470,000m3（合 計） 

春日井市内

津町地内 

H26～H28 

（第Ⅰ期） 

※現有処理施設の概要を、添付１に示す。 

※第Ⅱ期の整備は、本計画の事業に含んでいない。 

（整備理由） 

  事業番号１ 現有処理施設の残余容量が逼迫しているため 

 

  イ 合併処理浄化槽の整備 

    合併処理浄化槽の整備については、表５のとおり行う。 

 

表５ 合併処理浄化槽への移行計画 

事業番号 事 業 名 
直近の整備済 

基数(基) 
(平成 24 年度) 

整備計画 
基数(基) 

整備計画 
人口(人) 

事業期間 

２ 浄化槽設置整備事業 3,510  1,070  2,724  H25～H29 

 合   計 3,510  1,070  2,724   

 

 

 (4) 施設整備に関する計画支援事業 

  (3)の施設整備に先立ち、表６のとおり計画支援事業を行う。 

 

表６ 実施する計画支援事業 

事業番号 事 業 名 事 業 内 容 事業期間 

３１ 
新最終処分場整備事業に係る実施設計

等調査事業 
実施設計、地質調査等 H25 

※前計画において、新最終処分場整備事業に係る基本設計、環境影響調査を実施
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(5) その他の施策 

春日井市の循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していく。 

 

 ア 廃家電のリサイクルに関する普及啓発 

   特定家庭用機器再商品化法及び資源有効利用促進法に基づく適切な回収、再商品化がなさ

れるよう、関連団体や小売店等と協力して普及啓発を実施する。 

 

 イ 不法投棄対策 

   市民の協力のもと、警察･関係機関･団体等とも連携を図りながら、パトロールや監視、立

入検査を実施するなど、監視･指導体制の強化を行い、不法投棄防止を図る。 

 

 ウ 災害時の廃棄物処理に関する事項 

春日井市地域防災計画（昭和 46 年度策定 平成 24 年修正）を踏まえ、災害時に発生する

廃棄物の広域的処理体制の確保を図るため、災害相互応援協定（平成 8年締結）と尾張部清

掃工場協定（昭和 55 年締結）による連携体制を継続する。 

※ 仮置場 …春日井市クリーンセンター隣接地（2,000 ㎡） 

※ 最終処分場 …内津
う つ つ

最終処分場及び新規最終処分場 

 

４ 計画のフォローアップと事後評価 

 

(1) 計画のフォローアップ 

春日井市は、毎年計画の進捗状況を把握し、その結果を公表するとともに、必要に応じて

愛知県及び国と意見交換をしつつ、計画の進捗状況を勘案し、計画の見直しを行う。 

 

(2) 事後評価及び計画の見直し 

計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、速やかに計

画の事後評価、目標達成状況の評価を行う。 

また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させるものとする。 

なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じ計画を見直すものと

する。 
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添付１ 現有処理施設状況 

事業主体 
現有施設

名 
種類 

処理する 
廃棄物 

処理能力 所在地 竣工年月 

春日井市 春日井市
クリーン
センター 

ごみ処理施設 
ごみ処理施設 
灰溶融施設 
破砕･選別施設 
破砕･選別施設 
資源化施設 
ストックヤード 

一般廃棄物 

260t/日 
280t/日 
80t/日 
65t/5h 
45t/5h 
25t/5h 
460m2 

春日井市神
屋町 1 番地
の 2 

平成 3年 2月 
平成 14 年 9 月 
平成 14 年 9 月 
平成 3年 2月 
平成 14 年 9 月 
平成 14 年 9 月 
平成 23 年 3 月 

春日井市 内津最終
処分場 

最終処分場 一般廃棄物 232,000m3 春日井市内
津町字南山
492 番地 

平成 11 年 3 月 

春日井市 衛生プラ
ント 

し尿･浄化槽汚泥高度処理
施設 

一般廃棄物 190kl/日 春日井市御
幸町1丁目1
番地 2 

昭和 63 年 3 月 
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0

3
3
0
,0
0
0

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

事業所数（所）

人口（人）

年
度
[平
成
]

様
式
１
添
付
ト
レ
ン
ド
グ
ラ
フ
（
人
口
、
事
業
所
数
）

人
口

事
業
所
数

実
績
値

目
標
値
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1
5
0

1
7
0

1
9
0

2
1
0

2
3
0

2
5
0

2
7
0

2
9
0

3
1
0

3
3
0

3
5
0

7
0
,0
0
0

7
5
,0
0
0

8
0
,0
0
0

8
5
,0
0
0

9
0
,0
0
0

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

１人当たりの排出量（原単位）（kg/人）

排出量（トン）

年
度
[平
成
]

様
式
１
添
付
ト
レ
ン
ド
グ
ラ
フ
（
家
庭
系
ご
み
排
出
量
･原
単
位
）

家
庭
系
ご
み
総
排
出
量

家
庭
系
ご
み
総
排
出
量
（
減
量
施
策
を
講
じ
な
い
場
合
）

家
庭
系
ご
み
１
人
当
た
り
の
排
出
量
(原
単
位
)

家
庭
系
ご
み
１
人
当
た
り
の
排
出
量
(原
単
位
：
減
量
施
策
を
講
じ
な
い
場
合
）

実
績
値

目
標
値
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0
.0

1
.0

2
.0

3
.0

4
.0

5
.0

6
.0

7
.0

0

1
0
,0
0
0

2
0
,0
0
0

3
0
,0
0
0

4
0
,0
0
0

5
0
,0
0
0

6
0
,0
0
0

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

１事業所当たりの排出量（原単位）（トン/所）

排出量（トン）

年
度
[平
成
]

様
式
１
添
付
ト
レ
ン
ド
グ
ラ
フ
（
事
業
系
ご
み
排
出
量
･原
単
位
）

事
業
系
ご
み
総
排
出
量

事
業
系
ご
み
総
排
出
量
（
減
量
施
策
を
講
じ
な
い
場
合
）

事
業
系
ご
み
１
事
業
所
当
た
り
の
排
出
量
(原
単
位
)

事
業
系
ご
み
１
事
業
所
当
た
り
の
排
出
量
(原
単
位
：
減
量
施
策
を
講
じ
な
い
場
合
)

実
績
値

目
標
値
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01
0
,0
0
0

2
0
,0
0
0

3
0
,0
0
0

4
0
,0
0
0

5
0
,0
0
0

6
0
,0
0
0

7
0
,0
0
0

8
0
,0
0
0

0

2
0
,0
0
0

4
0
,0
0
0

6
0
,0
0
0

8
0
,0
0
0

1
0
0
,0
0
0

1
2
0
,0
0
0

1
4
0
,0
0
0

1
6
0
,0
0
0

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

熱回収量（MWh）

量（トン）

年
度
[平
成
]

様
式
１
添
付
ト
レ
ン
ド
グ
ラ
フ
（
家
庭
系
事
業
系
公
共
系
ご
み
総
排
出
量
、
公
共
系
ご
み
総
排
出
量
、

資
源
化
量
、
中
間
処
理
量
、
中
間
処
理
に
よ
る
減
量
化
量
、
最
終
処
分
量
、
熱
回
収
量
）

家
庭
系
事
業
系
ご
み
総
排
出
量

直
接
資
源
化
量

総
資
源
化
量

中
間
処
理
量
(焼
却
対
象
物
量
)

減
量
化
量

埋
立
最
終
処
分
量

熱
回
収
量

実
績
値

目
標
値
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2
0

2
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2
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2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

普及率

人口（人）

年
度
[平
成
]

様
式
１
添
付
ト
レ
ン
ド
グ
ラ
フ
（
生
活
排
水
処
理
）

総
人
口

公
共
下
水
道
人
口

合
併
処
理
浄
化
槽
等
人
口

未
処
理
人
口

公
共
下
水
道
普
及
率

合
併
処
理
浄
化
槽
等
普
及
率

実
績
値

目
標
値
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 予定施設 （最終処分場） 
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事
　

業
　

名
　

称
単

位
開

始
終

了
平

成
2
5
年

度
平

成
2
6
年

度
平

成
2
7
年

度
平

成
2
8
年

度
平

成
2
9
年

度
平

成
2
5
年

度
平

成
2
6
年

度
平

成
2
7
年

度
平

成
2
8
年

度
平

成
2
9
年

度

4
,
6
8
5
,
0
0
0

3
1
0
,
0
0
0

2
,
1
2
0
,
0
0
0

2
,
2
5
5
,
0
0
0

3
,
6
4
5
,
0
0
0

1
8
0
,
0
0
0

1
,
5
9
0
,
0
0
0

1
,
8
7
5
,
0
0
0

1
春

日
井

市
3
4
5
,
0
0
0

ｍ
3

H
2
6

H
2
8

4
,
6
8
5
,
0
0
0

3
1
0
,
0
0
0

2
,
1
2
0
,
0
0
0

2
,
2
5
5
,
0
0
0

3
,
6
4
5
,
0
0
0

1
8
0
,
0
0
0

1
,
5
9
0
,
0
0
0

1
,
8
7
5
,
0
0
0

3
8
,
6
4
0

3
8
,
6
4
0

3
4
,
3
3
5

3
4
,
3
3
5

3
1
春

日
井

市
H
2
5

H
2
5

3
8
,
6
4
0

3
8
,
6
4
0

3
4
,
3
3
5

3
4
,
3
3
5

4
9
,
6
7
6

4
9
,
6
7
6

4
9
,
6
7
6

3
7
0
,
6
8
0

4
,
9
9
7
,
3
6
0

2
,
1
8
0
,
6
8
0

2
,
3
1
5
,
6
8
0

6
0
,
6
8
0

3
,
9
0
9
,
0
3
9

6
0
,
6
8
0

3
1
,
0
0
0

1
,
9
2
4
,
6
7
6

4
9
,
6
7
6

4
9
,
6
7
6

2
2
9
,
6
7
6

1
,
6
3
9
,
6
7
6

3
1
,
0
0
0

3
1
,
0
0
0

6
0
,
6
8
0

2
2
9
,
7
0
4

H
2
5

H
2
9

2
7
3
,
7
2
0

6
0
,
6
8
0

6
0
,
6
8
0

交
付

対
象

事
業

費
（

千
円

）

備
 
考

規
 
模

事
業

期
間

交
付

期
間

6
9
,
6
4
0

1
,
0
7
0

基

総
事

業
費

（
千

円
）

○
最

終
処

分
に

関
す

る
事

業

新
最

終
処

分
場

整
備

事
業

事
　

業
　

種
　

別
事

業
主

体

名
　

　
称

2

様
式

２

○
浄

化
槽

に
関

す
る

事
業

事
業

番
号

循
環

型
社

会
形

成
推

進
交

付
金

事
業

実
施

計
画

総
括

表
循

環
型

社
会

形
成

推
進

交
付

金
事

業
実

施
計

画
総

括
表

循
環

型
社

会
形

成
推

進
交

付
金

事
業

実
施

計
画

総
括

表
循

環
型

社
会

形
成

推
進

交
付

金
事

業
実

施
計

画
総

括
表

２ ２２２
（ （（（

平
成

平
成

平
成

平
成

２
４

２
４

２
４

２
４

年
度

年
度

年
度

年
度

） ）））

○
施

設
整

備
に

関
す

る
計

画
支

援
に

関
す

る
事

業

新
最

終
処

分
場

整
備

事
業

に
係

る
実

施
設

計
等

調
査

事
業

浄
化

槽
設

置
整

備

合 合合合
　

　
　

　
　

　
　

　
計 計計計

3
1
,
0
0
0

6
5
,
3
3
5

春
日

井
市

4
9
,
6
7
6

6
0
,
6
8
0

2
2
9
,
7
0
4

4
9
,
6
7
6

4
9
,
6
7
6

2
7
3
,
7
2
0

6
0
,
6
8
0

6
0
,
6
8
0

6
0
,
6
8
0

4
9
,
6
7
6
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開

始

終

了

3(1)エ

3(1)エ

発生抑制、
再使用の推
進に関する

もの

検討

実施

H25

春
日
井
市

実施

H29

H25

産業廃棄物や市外ごみの持込み等
の不適正な搬入に対応するため
に、クリーンセンターにおける搬
入時の検査及び指導を行い、排出
事業者に対し積極的に排出抑制、
分別の徹底を促していく。

H29

H29

H29

春
日
井
市

春
日
井
市

春
日
井
市

H25

H25

H29

H25

H25

H25

H25

春
日
井
市

更なる分別の推進、資源化物の品
質向上を図るために、新たに資源
用指定袋の導入を検討する。

子供会等の資源回収団体に対する
奨励金の交付を継続し、ごみの減
量化、資源の有効利用の推進を図
る。

H25

春
日
井
市

春
日
井
市

H29

3(1)ア

3(1)ア

H29

H29

3(1)ア

H29

地域地域地域地域のののの循環型社会形成推進循環型社会形成推進循環型社会形成推進循環型社会形成推進のためののためののためののための施策一覧施策一覧施策一覧施策一覧

3(1)ア

H25 H29

H25

3(1)ア

春
日
井
市

環境カレンダー、ごみの出し方便
利帳等の作成・配布、ホームペー
ジ等による周知を実施し、ごみと
資源との分別を促進する。

春
日
井
市

様式３

施策の内容施策の名称
事業
番号

施策種別
交付金
必要の
要否 平成

27年度
平成

26年度

備 考

事　業　計　画

生ごみの堆肥化や不用品を活用し
たリサイクル工作等の各種講座を
開催し、市民の自発的な行動を支
援する。

リターナブル容器、詰め替え商品
等の購入や、再生資源を原料とし
て再製品化されたリサイクル品の
積極的な利用を促進する。

H25

出前講座や集合住宅向け排出指導
を実施し、ごみの分別･排出方法の
周知を含め意識の向上を図る。

H25

小学４年生対象の社会科の授業と
して、ごみ処理の状況やごみの減
量、リサイクルの必要性等にまと
めた副読本を用いて、環境教育を
実施する。

春
日
井
市

春
日
井
市

ごみの分別･
排出方法につ
いての周知

副読本の製
作･配布

小学生に向けた副読本を製作･配布
し、ごみの減量と分別意識を培
う。

実施
主体

事業期間
交付期間

H29H25

春
日
井
市

101

106

102

105

112

113

103

107

109

111

青空教室の実
施

115

出前講座、排
出指導の推進

リサイクル講
座の開催

資源回収団体
に対する奨励
金の交付

事業系ごみの
検査･指導

リサイクル情
報の提供

資源用指定袋
の導入

104

108

3(1)ウ

継続実施

継続実施

継続実施

H29

H29

3(1)ア

3(1)ア

継続実施

継続実施

3(1)イ

継続実施

継続実施

3(1)イ

3(1)ウ

普及啓発

3(1)ウ

平成
25年度

継続実施

育成･普及

平成
29年度

平成
28年度

継続実施

H29

家庭系ごみ処
理手数料の適
正化

自己搬入者に対して、ごみ処理費
用の一部負担を求め、ごみ排出抑
制を推進するため、毎年度、ごみ
処理コストの算出を行い、近隣市
町村の状況を調査し、必要に応じ
て改定を行う。

リサイクル活
動の支援

個人や団体で取り組む新たなリサ
イクル活動のアイディアを募集
し、優れた提案に対して支援を実
施する。

H29

春
日
井
市

H25

家庭系ごみの
有料化の調査
検討

3(1)ア

116

生ごみダイ
エット

水きり方法やグッズの紹介、食べ
残しが出ないような工夫等をホー
ムページや広報等で啓発すること
で、生ごみの削減を推進する。

家庭系ごみの処理に必要な費用に
ついて、ごみの種類や量に応じ
た、適性で公平感のある費用負担
方法についての調査･研究を進め
る。

継続実施

継続実施

検討

春
日
井
市

継続実施

110

家庭用生ごみ
処理器の購入
費補助

家庭用生ごみ処理機の補助に加え
て、対象機器の見直しを行い、よ
り一層の生ごみの削減を推進す
る。

春
日
井
市

H29

3(1)イ

114

多量排出事業
者指導

事業活動に伴い多量の廃棄物を排
出する事業者に対し、ごみの減量
化・資源化のための計画書の策定
や適正処理等の指導を実施する。

春
日
井
市

H25

マイバッグ、
マイ箸、マイ
ボトルの活用
促進

レジ袋の使用を抑制するための買
物用マイバッグ持参や、割り箸の
使用を削減するためのマイ箸持参
の取組み等を促進していく。
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開

始

終

了

3(1)エ

発生抑制、
再使用の推
進に関する

もの

検討

生活排水汚濁
負荷量削減対
策の啓発強化

整備･転向促進

施設整備

合併処理浄化槽整備推進

23

H25

21

春
日
井
市

分別実施

家庭系ごみの
分別区分の変
更

普及啓発H25

平成25年4月1日から家庭系ごみの
プラスチック容器包装類や金属
類・小型家電の分別収集を実施す
る。

生活排水の汚濁負荷量削減に資す
る各種啓発活動の強化を図る。

H29

春
日
井
市

○

H29

地域地域地域地域のののの循環型社会形成推進循環型社会形成推進循環型社会形成推進循環型社会形成推進のためののためののためののための施策一覧施策一覧施策一覧施策一覧
様式３

施策の内容施策の名称
事業
番号

施策種別
交付金
必要の
要否 平成

27年度
平成

26年度

備 考

事　業　計　画
実施
主体

事業期間
交付期間

処理体制の
構築、変更
に関するも
の

118

3(4)

H29

25

施設整備に
係る計画支
援に関する
もの

31

処理施設の
整備に関す
るもの

1

2

43

42

春
日
井
市

1の実施設計
等調査事業

新最終処分場
整備事業

3(5)ア

普及啓発

3(3)イ

H25

○

春
日
井
市

H29H25

○

その他

41

廃家電のリサ
イクルに関す
る普及啓発

特定家庭用機器再商品化法(家電リ
サイクル法)に関する啓発の実施

災害時の廃棄
物処理体制の
整備

合併処理浄化槽の設置及び単独処
理浄化槽及びくみ取り便槽からの
転換について補助金を交付

H25

春
日
井
市

パトロールや監視、立入検査の実
施等による不法投棄防止の監視･指
導体制の強化

春
日
井
市

実施設計

等

春
日
井
市

H29

H25 H29

合併処理浄化
槽への切替

不法投棄対策

合併処理浄化
槽整備推進事
業

新最終処分場整備事業に係る実施
設計等調査事業を実施

H25

災害廃棄物処理の相互扶助体制整
備

春
日
井
市

H25 H29

3(5)ウ

パトロールや監視、立入検査の実施

体制整備に向けた検討

3(5)イ

H25

3(2)ウ

24

公共下水道事業認可区域外につい
ては合併処理浄化槽の整備や、単
独処理浄化槽及びくみ取り便槽か
ら合併処理浄化槽への転換を進め
ていく。

現内津最終処分場の残余容量を勘
案しつつ、次期最終処分場の整備
にあたっては、現最終処分場と同
規模以上の埋立容量を確保すると
ともに、高度な水処理等を導入
し、自然環境の保全に努める。

春
日
井
市

春
日
井
市

H25

ごみの収集回
数の見直し

H28

H29

H29

3(2)ア

3(3)ア
関連事業31

資源化の検討

3(1)オ

実施

3(2)ア

3(2)オ

平成
25年度

平成
29年度

平成
28年度

H26

H25

春
日
井
市

H25

春
日
井
市

22

資源を常時受け入れできる場所を
提供するため、公共施設や民間施
設におけるリサイクルステーショ
ンの設置を進める。

資源受入体制
の拡充

焼却灰リサイ
クルの推進

焼却灰をセメント原料としてリサ
イクルすることにより、最終処分
場の延命と資源の有効利用の推進
を図る。

プラスチック製容器包装等の新た
な資源分別収集開始に伴い、モデ
ル地区での検証結果に基づき、ご
みの収集回数を変更していく。

117

事業系ごみ処
理手数料の適
正化

ごみ処理費用の適正な負担を求
め、市外ごみの持込みを防止する
ため、毎年度、ごみ処理コストの
算出を行い、ごみ処理手数料の適
正化を検討し、必要に応じて改定
を行う。

春
日
井
市

H25

計画検討･普及啓発

実施

H29

実施

検討

実施

H29

3(2)ア
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【参考資料様式３】 

施設概要施設概要施設概要施設概要（（（（最終処分場系最終処分場系最終処分場系最終処分場系）））） 
都道府県名 愛知県 

 

 (1) 事業主体名   春日井市 

 (2) 施設名称 新最終処分場 

 (3) 工期   平成26年度 ～ 平成28年度 

 (4) 処分場面積、容積  総面積  

約70,000ｍ2
 

 埋立面積  

約24,000ｍ2
 

 埋立容積 

第Ⅰ期：約345,000ｍ3 

第Ⅱ期：約125,000ｍ3 

合  計：約470,000ｍ3 

 (5) 処分開始年度 

   及び終了年度 

  埋立開始  平成29年度 

 埋立終了  平成49年度（第Ⅰ期） 

※第Ⅱ期の整備は、本計画の事業に含んでいない。 

 (6) 跡地利用計画  検討中 

 (7) 地域計画内の役割 ごみ処理施設、灰溶融施設、破砕・選別施設からの残渣の適正処分 

 (8) 廃焼却施設解体工事 

   の有無 

   有   無 

 
 

 

 (9)事業計画額 本体建設工事費：4,685,000千円（3,645,000千円） 

 

（）は交付対象事業費 
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【参考資料様式５】 

施設概要施設概要施設概要施設概要（（（（浄化槽系浄化槽系浄化槽系浄化槽系））））    
 

都道府県名  愛知県   

 

 (1) 事業主体名 春日井市 

 (2) 事業名称 浄化槽設置整備事業 

 (3) 事業の実施目的及び内容 

目的：生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止し、生活環境の
保全を図る。 
内容：合併処理浄化槽を設置する者又は既存の単独処理浄化槽もし
くはくみ取り便槽から転換する者に対して補助を交付する。 

 (4）事業期間 平成 25年度～平成29年度 

 (5) 事業対象地域の要件 水質汚濁の著しい閉鎖性水域の流域 

 (6) 事業計画額 

 交付対象事業費  229,704 千円 

 うち 

 ・低炭素社会対応型浄化槽整備推進事業に係る事業費 26,356 千円 

 ・浄化槽整備区域促進特別モデル事業に係る事業費  －  千円 

 

○  事業計画額の内訳及び浄化槽の整備規模 

 

 【浄化槽設置整備事業】 

区 分 
交付対象基数 

（ 2,724 人分） 

うち 

単独撤去 
基準額 

対象経費 

支出予定額 

交付対象 

事業費 

   5 人槽 631 基（  1,532 人分） 77 基 287,094 千円 121,050 千円 111,770 千円 

 6～ 7 人槽 388 基（    943 人分） 70 基 194,868 千円 131,350 千円 101,958 千円 

 8～10 人槽 51基（   249 人分） 9 基 30,186 千円 21,320 千円 15,976 千円 

11～20 人槽     基（      人分）      基       千円       千円       千円 

21～30 人槽     基（      人分）      基       千円       千円       千円 

改 築     基（      人分）      基       千円       千円       千円 

計画策定調査費     基（      人分）      基       千円       千円       千円 

合 計 1,070 基（  2,724 人分） 156 基 512,148 千円 273,720 千円 229,704 千円 
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【参考資料様式６】 

計画支援概要計画支援概要計画支援概要計画支援概要    

都道府県名 愛知県 

 

(1) 事業主体名 

  

 春日井市 

  

(2) 事業目的 新最終処分場施設整備のため 

(3) 事業名称 新最終処分場整備事業に係る実施設計等調査事業 

(4) 事業期間 平成 25 年度 

(5) 事業概要 新最終処分場を整備するにあたり、その実施設計等を行う。 

   

(6) 事業計画額 38,640 千円（34,335 千円） 

（）は交付対象事業費 


